
第258回一関市教育委員会定例会 

日時 令和５年12月20日（水）  

午後１時30分から    

      場所 花泉支所東大会議室   

１ 開 会 

２ 議 事 

  議事日程第１ 議案第 27 号 一関市立学校職員の服務規程の一部を改正する訓令の 

制定について 

  議事日程第２ 議案第 28 号 一関市社会教育関係団体の登録に関する規程の一部を 

改正する告示の制定について 

３ 報 告 

自動車事故に係る和解及び損害賠償に関する専決処分の報告について（資料№１） 

学校給食で提供した食材（ナンブコムギ）について         （資料№２） 

いじめ重大事態事案について 

行事報告及び行事予定について                  (資料№３) 

４ その他 

令和５年度学校教育行政の重点について（学力向上）              (資料№４) 

その他 

５ 閉 会 



第258回一関市教育委員会定例会議案件名表 

議案第27号 一関市立学校職員の服務規程の一部を改正する訓令の制定について 

議案第28号 
一関市社会教育関係団体の登録に関する規程の一部を改正する告示の制定

について 

1



1 

議案第27号 

   一関市立学校職員の服務規程の一部を改正する訓令の制定について 

 一関市立学校職員の服務規程の一部を改正する訓令を次のとおり制定する。 

  令和５年12月20日提出 

一関市教育委員会教育長 時 枝 直 樹  

   一関市立学校職員の服務規程の一部を改正する訓令 

一関市立学校職員の服務規程（平成17年教育委員会訓令第11号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（出勤簿） （出勤簿） 

第５条 職員は、定刻までに出勤し、自ら直ちに出勤簿（様式第４号）

に押印    しなければならない。 

第５条 職員は、定刻までに出勤し、自ら直ちに出勤簿（様式第４号）

に押印又は記名しなければならない。 

（勤務記録の整理及び報告） （勤務記録の整理    ） 

第６条 ［略］ 第６条 ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

（在校等時間） （在校等時間） 

第６条の２ ［略］ 第６条の２ ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 校長は、所属教育職員の在校等時間から、正規の勤務時間を除いた

時間（以下「時間外在校等時間」という。）を次に掲げる時間の範囲

内とするため、所属教育職員の業務の量の適切な管理を行うものとす

る。 

３ 校長は、所属教育職員の在校等時間から、正規の勤務時間を除いた

時間（以下「時間外在校等時間」という。）を次に掲げる時間の範囲

内とするため、所属教育職員の業務の量の適切な管理を行うものとす

る。 

(1) １箇月について45時間 (1) １か月について45時間 

(2) １年について360時間 (2) １年について360時間 

４ 校長は、児童生徒等に係る通常予見することのできない業務の量の

大幅な増加等に伴い、所属教育職員が一時的又は突発的に所定の勤務

時間以外の時間に業務を行わざるを得ない場合には、前項の規定にか

４ 校長は、児童生徒等に係る通常予見することのできない業務の量の

大幅な増加等に伴い、所属教育職員が一時的又は突発的に所定の勤務

時間以外の時間に業務を行わざるを得ない場合には、前項の規定にか
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かわらず、次の各号に掲げる時間又は月数をそれぞれ当該各号に定め

る時間又は月数の範囲内とするため、所属教育職員の業務量の適切な

管理を行わなければならない。 

かわらず、次の各号に掲げる時間又は月数をそれぞれ当該各号に定め

る時間又は月数の範囲内とするため、所属教育職員の業務量の適切な

管理を行わなければならない。 

(1) １箇月における時間外在校等時間 100時間未満 (1) １か月における時間外在校等時間 100時間未満 

(2) １年における時間外在校等時間 720時間 (2) １年における時間外在校等時間 720時間 

(3) １箇月ごとに区分した各期間に当該各期間の直前の１箇月、２

箇月、３箇月、４箇月及び５箇月の期間を加えたそれぞれの期間に

おける時間外在校等時間の１箇月当たりの平均時間 80時間 

(3) １か月ごとに区分した各期間に当該各期間の直前の１か月、２

か月、３か月、４か月及び５か月の期間を加えたそれぞれの期間に

おける時間外在校等時間の１か月当たりの平均時間 80時間 

(4) １年のうち１箇月における時間外在校等時間が45時間を超える

月数 ６箇月 

(4) １年のうち１か月における時間外在校等時間が45時間を超える

月数 ６か月 

（年次休暇、病気休暇及び特別休暇の請求等） （年次休暇、病気休暇及び特別休暇の請求等） 

第８条 年次休暇、病気休暇及び特別休暇（女子職員が出産した場合を

除く。以下「年次休暇等」という。）を請求しようとする職員は、あ

らかじめ休暇処理票（様式第６号）により所属長（校長の４日以内の

年次休暇等にあっては、校長。第４項において同じ。）に申し出なけ

ればならない。ただし、病気休暇で１箇月以上（校長にあっては、５

日以上）にわたるもの及び校長の特別休暇で５日以上にわたるものに

あっては、病気（特別）休暇承認申請書（様式第７号）により教育長

に申し出なければならない。 

第８条 年次休暇、病気休暇及び特別休暇（女子職員が出産した場合を

除く。以下「年次休暇等」という。）を請求しようとする職員は、あ

らかじめ休暇処理票（様式第６号）により所属長（校長の４日以内の

年次休暇等にあっては、校長。第４項において同じ。）に申し出なけ

ればならない。ただし、病気休暇で１か月以上（校長にあっては、５

日以上）にわたるもの及び校長の特別休暇で５日以上にわたるものに

あっては、病気（特別）休暇承認申請書（様式第７号）により教育長

に申し出なければならない。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 病気休暇で１箇月以上にわたるものの承認を受けている職員は、そ

の理由が消滅したときは、病気休暇理由消滅届（様式第８号）に診療

に当たった医師の診断書を添えて所属長を経由して教育長に提出し

なければならない。 

３ 病気休暇で１か月以上にわたるものの承認を受けている職員は、そ

の理由が消滅したときは、病気休暇理由消滅届（様式第８号）に診療

に当たった医師の診断書を添えて所属長を経由して教育長に提出し

なければならない。 

４・５ ［略］ ４・５ ［略］ 

 ６ 職員は、職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則（平成６年岩

手県人事委員会規則第30号）第12条第５号に規定する特別休暇を請求

しようとするときは、あらかじめ休暇処理票にボランティア活動計画

書を添えて、所属長に提出しなければならない。 
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（介護休暇及び介護時間の承認） （介護休暇及び介護時間の承認） 

第９条 ［略］ 第９条 ［略］ 

２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 

５ 所属長は、職員について１箇月以上にわたる介護休暇を承認したと

きは、速やかに教育長にその旨を報告しなければならない。 

５ 所属長は、職員について１か月以上にわたる介護休暇を承認したと

きは、速やかに教育長にその旨を報告しなければならない。 

（休職） （休職） 

第10条 ［略］ 第10条 ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 休職中の職員（教育公務員特例法（昭和24年法律第１号。以下「教

特法」という。）第14条の規定及び国立及び公立の学校の事務職員の

休職の特例に関する法律（昭和32年法律第117号。以下「休職特例法」

という。）により休職期間中の者を除く。）は、休職期間の更新を願

い出ようとするときは、休職期間満了１箇月前までに休職期間更新願

（様式第12号）を所属長を経由して教育長に提出しなければならな

い。この場合において、休職の理由が心身の故障によるものであると

きは、診療に当たった医師の診断書を添えなければならない。 

３ 休職中の職員（教育公務員特例法（昭和24年法律第１号。以下「教

特法」という。）第14条の規定及び国立及び公立の学校の事務職員の

休職の特例に関する法律（昭和32年法律第117号。以下「休職特例法」

という。）により休職期間中の者を除く。）は、休職期間の更新を願

い出ようとするときは、休職期間満了１か月前までに休職期間更新願

（様式第12号）を所属長を経由して教育長に提出しなければならな

い。この場合において、休職の理由が心身の故障によるものであると

きは、診療に当たった医師の診断書を添えなければならない。 

４ 教特法第14条の規定及び休職特例法による休職期間中の職員は、休

職期間満２年を経過した後、引き続き療養しようとするときは、休職

期間満了１箇月前までに休職期間特別延期願（様式第13号）に診療に

当たった医師の病況書を添えて所属長を経由して教育長に提出しな

ければならない。 

４ 教特法第14条の規定及び休職特例法による休職期間中の職員は、休

職期間満２年を経過した後、引き続き療養しようとするときは、休職

期間満了１か月前までに休職期間特別延期願（様式第13号）に診療に

当たった医師の病況書を添えて所属長を経由して教育長に提出しな

ければならない。 

５ 心身の故障により休職している職員は、教育長の指定する医師によ

る療養経過報告書（様式第14号）を３箇月ごとに所属長を経由して教

育長に提出しなければならない。 

５ 心身の故障により休職している職員は、教育長の指定する医師によ

る療養経過報告書（様式第14号）を３か月ごとに所属長を経由して教

育長に提出しなければならない。 

（職務専念義務免除） （職務専念義務免除） 

第16条 ［略］ 第16条 ［略］ 

２ 職員は、前項の規定により職務に専念する義務の免除承認を得た期

間又は時間につき職務を離れる場合は、その都度職務専念義務免除承

認整理簿により校長の検印    を受けなければならない。 

２ 職員は、前項の規定により職務に専念する義務の免除承認を得た期

間又は時間につき職務を離れる場合は、その都度職務専念義務免除承

認整理簿により校長の検印又は承認を受けなければならない。 
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（自己啓発等休業の承認） （自己啓発等休業の承認） 

第18条の３ ［略］ 第18条の３ ［略］ 

２ 自己啓発等休業をしている職員は、職員の自己啓発等休業に関する

条例第９条第１項各号に掲げる事由が生じたときは、遅滞なく、職員

の自己啓発等休業に関する規則第６条第１項に規定する大学等過程

履修（国際貢献活動）状況変更届を所属長を経由して教育長に提出し

なければならない。 

２ 自己啓発等休業をしている職員は、職員の自己啓発等休業に関する

条例第９条第１項各号に掲げる事由が生じたときは、遅滞なく、職員

の自己啓発等休業に関する規則第６条第１項に規定する大学等課程

履修（国際貢献活動）状況変更届を所属長を経由して教育長に提出し

なければならない。 

（配偶者同行休業の承認） （配偶者同行休業の承認） 

第18条の４ 職員は、職員の配偶者同行休業に関する条例（平成26年岩

手県条例第13号）第２条に基づく配偶者同行休業の承認を受けようと

するときは、職員の配偶者同行休業に関する規則（昭和26年岩手県人

事委員会規則第20号）第３条第１項に規定する配偶者同行休業承認申

請書を、所属長を経由して教育長に提出しなければならない。 

第18条の４ 職員は、職員の配偶者同行休業に関する条例（平成26年岩

手県条例第13号）第２条に基づく配偶者同行休業の承認を受けようと

するときは、職員の配偶者同行休業に関する規則（平成26年岩手県人

事委員会規則第20号）第３条第１項に規定する配偶者同行休業承認申

請書を、所属長を経由して教育長に提出しなければならない。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

（部分休業の承認） （部分休業の承認） 

第19条 ［略］ 第19条 ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

 （修学部分休業の承認） 

 第19条の２ 職員は、職員の修学部分休業に関する条例（平成17年岩手

県条例第20号）第２条第１項に規定する修学部分休業の承認を受けよ

うとするときは、職員の修学部分休業に関する規則（平成17年岩手県

人事委員会規則第40号）第３条第１項に規定する修学部分休業承認請

求書を所属長に提出しなければならない。 

 ２ 修学部分休業をしている職員は、職員の修学部分休業に関する規則

第４条第１項各号に掲げる事由が生じたときは、遅滞なく、同条第２

項に規定する修学状況変更届を所属長に提出しなければならない。 

  （高齢者部分休業の承認） 

 第19条の３ 職員は、職員の高齢者部分休業に関する条例（令和４年岩

手県条例第40号）第２条第１項の規定に基づく高齢者部分休業の承認
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を受けようとするときは、職員の高齢者部分休業に関する規則（令和

５年岩手県人事委員会規則第18号）第２条第１項に規定する高齢者部

分休業承認申請書を所属長を経由して教育長に提出しなければならな

い。 

 ２ 高齢者部分休業をしている職員は、職員の高齢者部分休業に関する

条例第３条の規定に基づく高齢者部分休業の休業時間の延長の承認を

受けようとするときは、職員の高齢者部分休業に関する規則第３条第

１項に規定する高齢者部分休業に係る休業時間の延長承認申出書を所

属長を経由して教育長に提出しなければならない。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 様式第２号から様式第４号までを次のように改める。 
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様式第2号(第3条関係) 

履 歴 書 

写

真

ふ り が な

氏 名

旧 氏 名

(改姓年月日) ( 年 月 日)

生 年 月 日   年  月  日
性
別

男女 

出 生 地

本 籍

現 住 所

学

歴

学 校 名 学部科名 修 学 期 間 卒修業・中退等 

自  年  月  日 

至  年  月  日 
第    学年 

自  年  月  日 

至  年  月  日 
第    学年 

自  年  月  日 

至  年  月  日 
第    学年 

自  年  月  日 

至  年  月  日 
第    学年 

自  年  月  日 

至  年  月  日 
第    学年 

資
格
及
び
試
験
関
係

年 月 日 名 称 
研

修

期 間 時間数 研修内容 

年 月 日   年 月 日

勤 務 記 録 

発令年月日 履 歴 事 項 発令庁等 

年 月 日
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様式第3号(第4条関係) 

事 務 引 継 書 

 認 印 欄  

校 長 副校長 

所 属 長 殿

引 継 者 職 ・ 氏 名

引 受 者 職 ・ 氏 名

備考 認印欄は、適宜変更することができ、押印に代えて記名することができる。 
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様式第4号(第5条関係) 

出 勤 簿 (  月分)  学校名       

校長検印 

職 氏名 1日 2日 30日 31日 
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(出勤簿記録整理要領) 

1 毎日の記録整理は、次により行うものとする。 

記録区分 整理印 
押 印

使用色 
記録整理上の注意 

日曜日及び土曜日

等並びに当日整理

不能である場合 

赤 

(青) 

1 表示印の空白部分には、適宜「日曜

日」、「土曜日」、「(祝日名)」、「整理不

能」等と記入すること。 

2 日曜日、土曜日及び休日の場合は、朱

色により押印し、それ以外は青色により

押印すること。 

振替等により週休

日等とされた場合 
青 

表示印の空白部分には、半日勤務時間の割

り振り変更とされた場合に「半日」と記入

すること。 

特割により週休

日等とされた場

合 

青 
時間単位の場合は、空白の部分に時間を

記入すること。 

青 

出 張 青 

長期にわたるものについては、出勤簿に朱

書で注記して毎日の記録整理を省略して差

し支えないこと。 

定刻に出勤し、押印後に出張を命ぜられた

ものについては、本人印押印の上に整理印

を押すこと。 

休

暇

年

次

1 日 単 位

のとき。 
青 

半日単位又は時間単

位の場合は、空白の

部分に時間を記入す

ること。 

1 長期にわたるも

のについては、出

勤簿に朱書で注記

して差し支えない

こと。 

2 定刻出勤者が年

次、病気、特別休

暇で半日単位、又

は時間単位の承認

を受けた場合は、

本人印押印の上に

この整理印を押す

こと。 

半日又は

時間単位

のとき。 

青 

病

気

1 日 単 位

のとき。 
青 

半日単位又は時間単

位の場合は、空白の

部分に時間を記入す

ること。 
半日又は

時間単位

のとき。 

青 
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特

別

1 日 単 位

のとき。 
青 

半日単位又は時間単

位の場合は、空白の

部分に時間を記入す

ること。 

半日又は

時間単位

のとき。 

青 

介

護

1 日 単 位

のとき。 
介休 青 

（１つの要介護状態

ごとに、分割して3

回以下かつ通算して

6月以内、1日・半

日・時間単位で取

得、介護休業手当金

あり） 

半日又は

時間単位

のとき。 

介休 青 

表示印の空白部分に

は、半日単位の場合

は「半日」、時間単

位の場合は時間数を

記入すること 

介護時間 介時 青 

表示印の空白部分には、時間数を記入する

こと（1日2時間の範囲内（取得単位30

分）、最長3年、介護時間は無給） 

欠 勤

青 

1 空白の部分には、時間を記入するこ

と。 

2 欠勤が無断の場合は、朱色により押印

し、それ以外は全部青色により押印する

こと。 欠勤 
青 

義

務

免

除

職

務

専

念

特 免 青 

表示印の空白の部分には1日の場合は「1

日」と、時間単位の場合は、時間数を記入

すること。給与減額対象時間は朱色により

押印すること。 

勤務場所外

研 修
青 

出張による研修以外のもので、教育公務員

特例法第22条第2項の規定により校長の承

認を得て勤務場所を離れて研修した場合

は、表示印の空白の部分に、1日のときは

「1日」と、時間単位のときは、時間数を

記入すること。 

休 日 代 休 青 
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休 職 者 青 

専 従 者 専従 青 

育 児 休 業 者 青 

自 己 啓 発 等

休 業 者
青 

同 行

休 業 者
同行 

休業
青 

部 分 休 業 者 青 
表示印の空白部分には、部分休業の承認を

受けた時間数を記入すること。 

停 職 者 青 

兼 務 青 
兼務のため不在の場合に、出勤しない学校

で押印すること。 

備考 

 1 職員の出勤と表示印を要する事態の発生が重複する場合は、出勤印の上に表示印が重

複して差し支えないこと。 

 2 日曜日及び休日等で原則として各所属の全職員が出勤しないこととなる場合には、そ

の旨適宜表示することにより、各職員の押印欄の整理は簡略化することとして差し支え

ないこと。 

 3 着任期間中の取扱いは、「着任期間」と表示すること。 

 4 校長検印欄については、次のとおりとする。 

  (1) 校長が出勤時刻に出勤している場合は校長。 

  (2) 校長が出勤時刻に出勤していない場合は副校長。朱書きにより「代決」の表示を

する。 

  (3) 校長、副校長ともに出勤時刻に出勤していない場合はあらかじめ校長に指定され

ている職員。検印のうえに朱書きにより「後閲」の表示をし、その上に校長が検

印。 

5  所属長検印の項及び１日から31日までの欄は、押印に代えて記名することができる。 
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6 

 様式第６号から様式第26号までを次のように改める。 
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様式第6号(第8条関係) 

休暇処理票 

(年次休暇・病気休暇・特別休暇用) 

(期間   ～    ) 

所属 

使用 でき

る年 次休

暇日数等 

 日 時間 

内

訳

繰越日

数 等 
 日 時間 職 名 

確

認

(

看
護
休
暇
残
日
数

日

時
間)

(

短
期
介
護
休
暇
日
数

日

時

本年の

日 数

日
氏 名

所
属
長
の
確
認

経由者

の確認 

※ 

休暇

の種

類 

※
内

容

※ 

使 用 予 定 期 間 使 用

期 間 

年 次 休

暇 の 残

日 数 等

本
人
の
確
認

備 考 

年次 

病気 

特別 

 月 日時分

から 

 月 日時分

まで 

日 時間 日 時間 日 時間

年次 

病気 

特別 

 月 日時分

から 

 月 日時分

まで 

年次 

病気 

特別 

 月 日時分

から 

 月 日時分

まで 

備考 

 1 ※欄は、本人が記入すること。この場合において、「休暇の種類」は、該当する文字を○

で囲み、「内容」欄には、病気休暇又は特別休暇の内容を具体的に記入すること。 

 2 休暇処理票により病気休暇又は特別休暇で週休日及び休日を除き、引き続き6日を超える

ものを申し出る場合は、医師の診断書又は勤務しない事由を明らかにする書面を添付し、

その旨を備考欄に記入すること。 

 3 休暇処理票は、職員の休暇(介護休暇を除く。)のすべてについて記載するものとする。 

この場合において、教育機関の長の病気休暇又は特別休暇で、5日以上にわたるもの及び職

員の病気休暇で1か月以上にわたるものについては、教育長の承認のあった後、所属長が所

属長の確認欄に確認して整理するものとする。 

 4 学校における年次休暇の取得期間は9月1日から翌年8月31日までであること。ただし、あ

らかじめ任期を定めて任用された職員にあっては、その在任期間とする。 
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様式第7号(第8条関係) 

病気(特別)休暇承認申請書 

一関市教育委員会教育長  様 

所 属

職 氏 名

 次により、休暇を得たいので承認くださるよう申請します。 

  年  月  日提出 

期 間   年  月  日から  年  月  日まで(  日間)

理 由

備 考

備考 

 1 教育期間の長の病気休暇又は特別休暇で、週休日及び休日を除き、引き続き5日以上

にわたるものについては医師の診断書又は勤務を要しない事由を明らかにする書面を

添付すること。職員の病気休暇で1か月以上にわたるものについては、医師の診断書を

添付すること。 

 2 「理由」の欄は、職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則(平成6年岩手県人事

委員会規則第30号)第11条各号および第12条各号の例により具体的に記載のこと。な

お、忌引の場合は死亡者の氏名、職員との続柄及び血族、姻族の別を、生児を育てる

場合は生児の氏名及び生年月日を、分べんの場合は、分べん予定日を、父母の祭日の

場合は、祭日の日時等を記載すること。 

 3 「備考」の欄は、病気休暇の場合は療養の場所を、忌引の場合は忌引の場所等休暇

中の居住地又は連絡先を記載すること。 
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様式第8号(第8条、第11条関係) 

休職(病気休暇)理由消滅届 

一関市教育委員会教育長  様 

(岩手県教育委員会 様) 

所 属

職 氏 名

 次のとおり、休職(病気休暇)の理由が消滅したので、証拠書類を添えてお届けしま

す。 

  年  月  日提出 

休 職 

(病気休暇) 
の期間    年 月 日から 年 月 日まで( 日間) 

休 職 

(病気休暇) 
の理由   

休 職(病気休暇) 

消 滅 の 事 実 

備考 

 1 この届のあて先は、病気休暇の場合にあっては、一関市教育委員会教育長とし、県

費負担教職員の休職の場合にあっては、岩手県教育委員会とすること。 

 2 この届は、就業可能等の証明書類が発行され次第、速やかに提出すること。 
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様式第9号(第9条関係) 

介 護 休 暇 処 理 票 

所 属 

(

第
一
面)

職   

氏 名 

※
要
介
護
者
に
関
す
る
事
項

氏 名 

※要介護者の状

態及び具体的な

介護の内容 

続 柄 

同居・別居  □ 同居   □ 別居 

介護が必要となった時期 

          年  月  日 

指定期間の申出・指定 指定期間の延長・短縮 

第
１
回

所
属
長
の

確
認

経由者の

確認 
※申出の期間 

本
人
の

確
認

期間 

第
１
回

所
属
長
の

確
認

経由者の

確認 

 ※延長・短縮後

の末日 

本
人
の

確
認

延長・ 

短縮後

の期間 

年 月 日から 

年 月 日まで 
月 日 

( 年 月 日から)

年 月 日まで 
月 日 

( 年 月 日から)

年 月 日まで 
月 日 

 備考  備考 

第
２
回

所
属
長
の

確
認

経由者の

確認 
※申出の期間 

本
人
の

確
認

期間 

第
２
回

所
属
長
の

確
認

経由者の

確認 

 ※延長・短縮後

の末日 

本
人
の

確
認

延長・ 

短縮後

の期間 

年 月 日から 

年 月 日まで 
月 日 

( 年 月 日から)

年 月 日まで 
月 日 

( 年 月 日から)

年 月 日まで 
月 日 

 備考  備考 

第
３
回

所
属
長
の

確
認

経由者の

確認 
※申出の期間 

本
人
の

確
認

期間 

第
３
回

所
属
長
の

確
認

経由者の

確認 

 ※延長・短縮後

の末日 

本
人
の

確
認

延長・ 

短縮後

の期間 

年 月 日から 

年 月 日まで 
月 日 

( 年 月 日から)

年 月 日まで 
月 日 

( 年 月 日から)

年 月 日まで 
月 日 

 備考  備考 

注 ※印の欄は、職員が記入すること。 
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介 護 休 暇 の 請 求・承 認 

(

第
二
面)

所
属
長
の

確
認

経由者の

確認 

※ 請 求 の 期 間 
 ※請求

年月日 

本
人
の

確
認

承認の

可否  
備 考 

年 月 日 時 間 
日・時

間数 

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   )

時 分から 時 分まで

時 分から 時 分まで

日
年 月 日

□承認 

□不承認時間

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   )

時 分から 時 分まで

時 分から 時 分まで

日
年 月 日

□承認 

□不承認時間

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   )

時 分から 時 分まで

時 分から 時 分まで

日
年 月 日

□承認 

□不承認時間

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   )

時 分から 時 分まで

時 分から 時 分まで

日
年 月 日

□承認 

□不承認時間

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   )

時 分から 時 分まで

時 分から 時 分まで

日
年 月 日

□承認 

□不承認時間

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   )

時 分から 時 分まで

時 分から 時 分まで

日
年 月 日

□承認 

□不承認時間

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   )

時 分から 時 分まで

時 分から 時 分まで

日
年 月 日

□承認 

□不承認時間

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   )

時 分から 時 分まで

時 分から 時 分まで

日
年 月 日

□承認 

□不承認時間

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   )

時 分から 時 分まで

時 分から 時 分まで

日
年 月 日

□承認 

□不承認時間

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   )

時 分から 時 分まで

時 分から 時 分まで

日
年 月 日

□承認 

□不承認時間

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   )

時 分から 時 分まで

時 分から 時 分まで

日
年 月 日

□承認 

□不承認時間

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   )

時 分から 時 分まで

時 分から 時 分まで

日
年 月 日

□承認 

□不承認時間

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   )

時 分から 時 分まで

時 分から 時 分まで

日
年 月 日

□承認 

□不承認時間

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   )

時 分から 時 分まで

時 分から 時 分まで

日
年 月 日

□承認 

□不承認時間

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   )

時 分から 時 分まで

時 分から 時 分まで

日
年 月 日

□承認 

□不承認時間

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   )

時 分から 時 分まで

時 分から 時 分まで

日
年 月 日

□承認 

□不承認時間

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   )

時 分から 時 分まで

時 分から 時 分まで

日
年 月 日

□承認 

□不承認時間

注 ※印の欄は、職員が記入すること。 
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介 護 休 暇 の 取 消 し 等 

(

第
三
面)

所
属
長
の

確
認

経由者の

確認 

※ 休暇の取消し等の期間 
本
人
の

確
認

備 考 
年 月 日 時 間 

日・時

間数 

年 月 日から 

年 月 日まで 

時 分から  時 分まで 

時 分から  時 分まで 

日

時間

年 月 日から 

年 月 日まで 

時 分から  時 分まで 

時 分から  時 分まで 

日

時間

年 月 日から 

年 月 日まで 

時 分から  時 分まで 

時 分から  時 分まで 

日

時間

年 月 日から 

年 月 日まで 

時 分から  時 分まで 

時 分から  時 分まで 

日

時間

年 月 日から 

年 月 日まで 

時 分から  時 分まで 

時 分から  時 分まで 

日

時間

年 月 日から 

年 月 日まで 

時 分から  時 分まで 

時 分から  時 分まで 

日

時間

年 月 日から 

年 月 日まで 

時 分から  時 分まで 

時 分から  時 分まで 

日

時間

年 月 日から 

年 月 日まで 

時 分から  時 分まで 

時 分から  時 分まで 

日

時間

年 月 日から 

年 月 日まで 

時 分から  時 分まで 

時 分から  時 分まで 

日

時間

年 月 日から 

年 月 日まで 

時 分から  時 分まで 

時 分から  時 分まで 

日

時間

年 月 日から 

年 月 日まで 

時 分から  時 分まで 

時 分から  時 分まで 

日

時間

年 月 日から 

年 月 日まで 

時 分から  時 分まで 

時 分から  時 分まで 

日

時間

年 月 日から 

年 月 日まで 

時 分から  時 分まで 

時 分から  時 分まで 

日

時間

年 月 日から 

年 月 日まで 

時 分から  時 分まで 

時 分から  時 分まで 

日

時間

年 月 日から 

年 月 日まで 

時 分から  時 分まで 

時 分から  時 分まで 

日

時間

年 月 日から 

年 月 日まで 

時 分から  時 分まで 

時 分から  時 分まで 

日

時間

年 月 日から 

年 月 日まで 

時 分から  時 分まで 

時 分から  時 分まで 

日

時間

年 月 日から 

年 月 日まで 

時 分から  時 分まで 

時 分から  時 分まで 

日

時間

注 ※印の欄は、職員が記入すること。 
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様式第9号の2(第9条関係) 

介 護 時 間 処 理 票 

所 属 

(

第
一
面)職   

氏 名 

※
要
介
護
者
に
関
す
る
事
項

氏 名 

※要介護者の状

態及び具体的な

介護の内容 

続 柄 

同居・別居  □ 同居    □ 別居 

介護が必要となった時期   年  月  日 

連続する3年の期間 

      年 月 日から    年 月 日まで 

所
属
長
の

確
認

経由者の確認 
※ 請 求 の 期 間 

※請 求

年月日 

承認の

可否  

本
人
の

確
認

備 考 
年 月 日 時 間 

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   ) 

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分
年 月 日

□承認 

□不承認

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   ) 

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分
年 月 日

□承認 

□不承認

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   ) 

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分
年 月 日

□承認 

□不承認

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   ) 

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分
年 月 日

□承認 

□不承認

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   ) 

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分
年 月 日

□承認 

□不承認

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   ) 

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分
年 月 日

□承認 

□不承認

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   ) 

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分
年 月 日

□承認 

□不承認

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   ) 

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分
年 月 日

□承認 

□不承認

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   ) 

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分
年 月 日

□承認 

□不承認

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   ) 

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分
年 月 日

□承認 

□不承認

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   ) 

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分
年 月 日

□承認 

□不承認

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   ) 

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分
年 月 日

□承認 

□不承認

注 ※印の欄は、職員が記入すること。 

20



所
属
長
の

確
認

経由者の確認 
※ 請 求 の 期 間 

※請 求

年月日 

承認の

可否  

本
人
の

確
認

備 考 

(

第
二
面)年 月 日 時 間 

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   ) 

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分
年 月 日

□承認 

□不承認

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   ) 

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分
年 月 日

□承認 

□不承認

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   ) 

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分
年 月 日

□承認 

□不承認

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   ) 

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分
年 月 日

□承認 

□不承認

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   ) 

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分
年 月 日

□承認 

□不承認

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   ) 

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分
年 月 日

□承認 

□不承認

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   ) 

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分
年 月 日

□承認 

□不承認

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   ) 

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分
年 月 日

□承認 

□不承認

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   ) 

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分
年 月 日

□承認 

□不承認

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   ) 

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分
年 月 日

□承認 

□不承認

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   ) 

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分
年 月 日

□承認 

□不承認

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   ) 

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分
年 月 日

□承認 

□不承認

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   ) 

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分
年 月 日

□承認 

□不承認

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   ) 

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分
年 月 日

□承認 

□不承認

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   ) 

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分
年 月 日

□承認 

□不承認

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   ) 

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分
年 月 日

□承認 

□不承認

年 月 日から

年 月 日まで

□毎日  

□その他 

(   ) 

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分
年 月 日

□承認 

□不承認

注 ※印の欄は、職員が記入すること。 
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所
属
長
の

確
認

経由者の確認 
※ 休暇の取消し等の期間 本

人
の

確
認

備 考 

(

第
三
面)年 月 日 時 間 

年 月 日から 

年 月 日まで 

午前  時 分～ 時 分 

午後  時 分～ 時 分 

年 月 日から 

年 月 日まで 

午前  時 分～ 時 分 

午後  時 分～ 時 分 

年 月 日から 

年 月 日まで 

午前  時 分～ 時 分 

午後  時 分～ 時 分 

年 月 日から 

年 月 日まで 

午前  時 分～ 時 分 

午後  時 分～ 時 分 

年 月 日から 

年 月 日まで 

午前  時 分～ 時 分 

午後  時 分～ 時 分 

年 月 日から 

年 月 日まで 

午前  時 分～ 時 分 

午後  時 分～ 時 分 

年 月 日から 

年 月 日まで 

午前  時 分～ 時 分 

午後  時 分～ 時 分 

年 月 日から 

年 月 日まで 

午前  時 分～ 時 分 

午後  時 分～ 時 分 

年 月 日から 

年 月 日まで 

午前  時 分～ 時 分 

午後  時 分～ 時 分 

年 月 日から 

年 月 日まで 

午前  時 分～ 時 分 

午後  時 分～ 時 分 

年 月 日から 

年 月 日まで 

午前  時 分～ 時 分 

午後  時 分～ 時 分 

年 月 日から 

年 月 日まで 

午前  時 分～ 時 分 

午後  時 分～ 時 分 

年 月 日から 

年 月 日まで 

午前  時 分～ 時 分 

午後  時 分～ 時 分 

年 月 日から 

年 月 日まで 

午前  時 分～ 時 分 

午後  時 分～ 時 分 

年 月 日から 

年 月 日まで 

午前  時 分～ 時 分 

午後  時 分～ 時 分 

年 月 日から 

年 月 日まで 

午前  時 分～ 時 分 

午後  時 分～ 時 分 

年 月 日から 

年 月 日まで 

午前  時 分～ 時 分 

午後  時 分～ 時 分 

年 月 日から 

年 月 日まで 

午前  時 分～ 時 分 

午後  時 分～ 時 分 

年 月 日から 

年 月 日まで 

午前  時 分～ 時 分 

午後  時 分～ 時 分 

年 月 日から 

年 月 日まで 

午前  時 分～ 時 分 

午後  時 分～ 時 分 

注 ※印の欄は、職員が記入すること。 
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様式第10号(第10条関係) 

休 職 願  

岩手県教育委員会 様 

所 属

職 氏 名

 次の理由により、休職したいので、別添関係書類を添えてお願いします。 

  年  月  日提出 

期 間     年  月  日から  年  月  日まで(  日間) 

理 由

添 付 書 類

23



様式第11号(第10条関係) 

病 況 書 

所 属  立 学校 氏 名
生年月日

性 別

 年 月 日生

男・女(満 年 月) 

身 体 状 況 身 長 cm
体 重

(発病時)

kg

(  kg)
肺 活 量 cc 体温 ℃

既 往 症

(結核性疾

患に関する

もの) 

病 名 治 療 期 間 治療場所(病院・保健所等) 

 年 月から 年 月まで 

病 名 主要疾病( )  合併症( ) 
発病年月日

( 推 定 )
  年  月  日

ツベルクリン反応 － ± ＋  陽 転 月 日   年  月  日

B・C・G接種の有無 有 無 
B・C・G最終接種 

  年  月  日
  年  月  日

X線写真 
平面 

断層 
撮影年月日 平 面  年 月 日 断 層  年 月 日

Ｘ
線
所
見

所

見

そ

の

他

の

所

見

血 沈 検 査 年 月 日  年 月 日 1時間 mm 2時間 mm 

かく痰中結核菌

かく痰を排出

しない場合は、

胃液による。 

塗抹( 年 月 日)－＋ 
  第1回培養 

( 年 月 日)－＋ 

かく痰、胃液の別記入のこと。 
  第2回培養 

( 年 月 日)－＋ 

  第3回培養 

( 年 月 日)－＋ 

その他重要な

事 項

肺 以 外 の 結 核 所 見

本疾病に対する療法

並びに経過、化学療

法、直達療法、虚脱

療法についてその開

始及び終了月日につ

いてその概略を記載

のこと。 

 上記のように診断する。 

      年  月  日 

住 所 

医師氏名           

備考 (1) かく痰は、連続2回培養陰性の場合は更に胃液1回培養すること。 

   (2) かく痰をかく出しない場合は胃液を2回連続培養すること。 
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様式第12号(第10条関係) 

休 職 期 間 更 新 願  

岩手県教育委員会 様 

所 属

職 氏 名

 次の理由により、休職期間の更新をお願いします。 

  年  月  日提出 

休 職 前 の

勤 続 年 数

休 職 期 間   年  月  日から  年  月  日まで(  日間) 

休職期間の

更新を必要

とする理由

詳 細 に 記

載のこと。
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様式第13号(第10条関係) 

休 職 期 間 特 別 延 期 願  

岩手県教育委員会 様 

所 属

職 氏 名

 次の理由により、休職期間の特別延期をお願いします。 

  年  月  日提出 

休 職 前 の

勤 続 年 数

休 職 特 別

延 期 期 間
  年  月  日から  年  月  日まで(  日間) 

休 職 期 間

特別延期を

必要とする

理由 

詳 細 に 記

載のこと。

26



様式第14号(第10条関係) 

療 養 経 過 報 告 書  

一関市教育委員会教育長  様 

所 属

職 氏 名

 次のとおり、療養の経過を報告します。 

  年  月  日提出 

氏 名 生 年 月 日

病 名 発病年月日   年  月  日 

休 職 開 始

年 月 日
  年  月  日 

今後療養に

必要な日数

病 状 及 び

経 過

詳 細 に 記

載のこと。

備 考

      年  月  日 

住 所            

医師氏名          
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様式第15号(第12条関係) 

私 事 旅 行 (転 地 療 養 )届  

所属長 

様

所 属

職 氏 名

 私事旅行(転地療養)したいので、次のとおりお届けします。 

  年  月  日提出 

期 間   年  月  日から  年  月  日まで(  日間)

旅行(療養)先

理 由

その他参考事項

備考 不要の文字は、消し、その他参考事項欄には、その連絡先等を記載すること。 
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様式第16号(第14条関係) 

復 命 書 

分 類 

記 号 

・  ・ 
保 存 年( 年廃棄) 

復命書整理票 

No. ・  ・ 

切 取 線 

復 命 書 

分 類

記 号

・  ・ 
復命書整理票 

No. 
・  ・ 

保 存   年( 年廃棄) 

所属長    様 
回
議

教 育 長

(校長、館長) 

課 長

(副校長、館長補佐) 

係長 

係員 

復 命 年 月 日    年   月   日
復 命 者 

職 氏 名 

出 張 期 間  年 月 日から 年 月 日まで

用 務

用 務 先

受 命 事 項 復命要旨及び関連特記事項 

主要資料名

備考 

 1 回議欄は、適宜変更することができる。 

 2 ファイリングシステムを採用していない公所又は所属長が必要と認める場合にあっ

ては、この様式を適宜変更して使用することができる。 
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様式第17号(第15条関係) 

勤務場所外研修承認申請書 

  年  月  日提出 

 所属長 

様 

所 属

職・氏名

日 時

  年  月  日から  年  月  日まで 

(  時  分)    (  時  分)  

場所及び連絡先

目 的

内 容

備考 

 1 日時欄の「( 時 分)」は、時間単位で承認を申請する場合にのみ記載すること。 

 2 内容欄には、研修の内容等を具体的に記載すること。また、必要に応じ資料等を添

付すること。 

30



様式第17号の2(第15条関係) 

勤 務 場 所 外 研 修 報 告 書 

  年  月  日提出 

 所属長 

様 

所 属

職・氏名

日 時

  年  月  日から  年  月  日まで 

(  時  分)    (  時  分)  

場 所

目 的

内 容

備考 

 1 日時欄の「( 時 分)」は、時間単位で承認を申請する場合にのみ記載すること。 

 2 内容欄には、研修の内容等を具体的に記載すること。また、必要に応じ資料等を添

付すること。 
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様式第 17号の 3(第 15 条の 2関係) 

申請年月日    年  月  日

岩手県教育委員会 様

申請者  所  属

職  名

氏  名             

職員番号

年  齢     歳（申請日現在）

大 学 院 修 学 休 業 許 可 申 請 書

下記のとおり、大学院修学休業の許可を申請します。

記

１ 現在所有している免許状の種類

２ 取得しようとする専修免許状の種類

３ 修学しようとする大学院、専攻科又はこれらに相当する外国の大学名等

大学院、専攻科又は外国の大学名

（外国の場合は国名も付すこと）
コ ー ス 名 試 験 日 合 格 発 表 日

４ 大学院修学休業の期間

年  月  日 から   年間

５ 大学院修学休業の許可を申請する理由

注 大学院募集要項、修学に関する計画書（様式任意）等参考となる資料を添付すること。
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様式第18号(第16条関係) 

職務専念義務免除申請書 

  年  月  日提出 

一関市教育委員会教育長 様 
所 属

職 氏 名

従 事 期 間

及 び 時 期

  年  月  日から 

  年  月  日まで 

(  日間  時間) 

摘

要

従
事
し
よ
う
と
す
る
事
業
の
属
す
る

団 体 等 の 名 称

所 在 地 名

職 務 内 容

その他参考事項

( 選 任 方 法 等 )

※所属長の意見 

職 氏名            

備考 

 1 摘要の欄には、従事期間中現に従事する日又は時間を「週2日(木、金)各3時間」の

ように具体的に記載すること。 

 2 ※の欄は、校長が従事しようとする者の業務との関連等について、意見を簡明に記

載すること。ただし、校長にあっては、記載の必要はないものであること。 
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様式第19号(第16条関係) 

職務専念義務免除承認整理簿 

職 氏名   

教育長承認に係るもの 所属長承認に係るもの 

検印 月日 
請 求 変 更 累 計 

用務 印 
承認

印 
月日 

請 求 変 更 累 計 
用務 印 

日／時 日／時 日／時 日／時 日／時 日／時 

／ ／ ／ ／ ／ ／ 

／ ／ ／ ／ ／ ／ 

／ ／ ／ ／ ／ ／ 

／ ／ ／ ／ ／ ／ 

／ ／ ／ ／ ／ ／ 

／ ／ ／ ／ ／ ／ 

／ ／ ／ ／ ／ ／ 

／ ／ ／ ／ ／ ／ 

／ ／ ／ ／ ／ ／ 

／ ／ ／ ／ ／ ／ 

／ ／ ／ ／ ／ ／ 

／ ／ ／ ／ ／ ／ 

／ ／ ／ ／ ／ ／ 

／ ／ ／ ／ ／ ／ 

／ ／ ／ ／ ／ ／ 

／ ／ ／ ／ ／ ／ 

備考 １ 職務に専念する義務が免除された期間のうち給与が減額されるものについては、朱書すること。 

   ２ 検印、印及び承認印の欄は、押印に代えて記名することができる。 
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様式第20号(第17条関係) 

専 従 許 可 申 請 書 

  年  月  日提出 

岩手県教育委員会 様 

所 属

職 氏 名

従事しようとする職員

団体の名称 

就こうとする職員団体

の役職名 

専従許可を受けようと

する期間 
  年  月  日から  年  月  日まで 

その他参考事項 

※ 所 属 長 の 意 見
職氏名        

備考  

 1 従事しようとする職員団体の代表者の上記の事実を証明する書面を添付すること。 

 2 ※欄には、専従許可を与えることについて、事務管理上支障があるかどうかを簡明

に記載すること。 
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様式第21号(第17条関係) 

専従許可取消事由発生届 

  年  月  日提出 

岩手県教育委員会  様 

所 属

職 氏 名

従事していた職員団体

の名称 

就いていた職員団体の

役職名 

専従許可を受けている

期間 

取消しを受けた職務に

復帰しようとする期日

届 出 の 理 由
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様式第22号(第20条関係) 

妊産婦の時間外労働等に関する請求書 

  年  月  日提出 

 所属長 

様

所 属

職・氏名

請求の内容 時間外労働・休日労働・深夜業に従事しないこと。 

請求の時期   年  月  日から  年  月  日まで 

備考  

 1 妊娠中の者にあっては、医師の証明書等を添付すること。 

 2 請求の内容欄は、該当するものについて○印を付すること。 
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様式第23号(第21条関係) 

営利企業等従事許可申請書 

  年  月  日提出 

 一関市教育委員会教育長 

様

所 属

職氏名

従事しようとする私企業

等の種類、名称、所在地 

就こうとする職名、地位 

就こうとする職務の内容 

本人が就職しなければ

ならない理由 

報酬の有無あればその額

従 事 期 間

そ の 他 参 考 事 項

※所属長の意見 

職・氏名           

備考 ※の欄には、所属長が従事しようとする者の業務との関連等について意見を簡明に

記載すること。ただし、校長にあっては、記載の必要はないものであること。 
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様式第24号(第21条関係) 

営利企業等離職(廃止)届  

 一関市教育委員会教育長 

様 

所 属

職氏名

 次のとおり、営利企業等を離職(廃止)したのでお届けします。 

  年  月  日提出 

従事していた営利企業の

種類名称所在地 

就いていた職名、地位

従事していた職務の内容 

離 職 ( 廃 止 ) 年 月 日

離 職 ( 廃 止 ) の 理 由

そ の 他 参 考 事 項
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様式第25号(第22条関係) 

     兼 職 等 従 事 承 認 申 請 書 

 一関市教育委員会教育長 

 様

所 属

職 氏名

従事しよう

とする公署

又は団体等

名 称

所 在 地

従事しようとする

職 名 及 び 地 位
報 酬の 有 無

 ある場合

はその額 

従事しようとする

職務(事業)の内容

従 事 し な け れ ば

な ら な い 理 由
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様式第26号(第23条関係) 

履 歴 事 項 等 変 更 届 

 1 関係職員 

  (1) 所属 

  (2) 職 

  (3) 氏名 

  (4) 職員番号 

  (5) 届出期日 

 2 変更項目 

  (1) 氏名変更 

   ア 旧氏名(読み) 

   イ 新氏名(読み) 

   ウ 変更期日 

  (2) 本籍(都道府県)変更 

   ア 新戸籍 

   イ 変更期日 

  (3) 学歴免許取得等(教育職員免許状の取得の場合は、免許状の番号及び教科等を

併せて記載すること。) 

   ア (ア)取得学歴免許 

     (イ)取得期日 

   イ (ア)取得学歴免許 

     (イ)取得期日 

   ウ (ア)取得学歴免許 

     (イ)取得期日 

  (4) 住所変更等(                         の変更) 

   ア (新住所) 

   イ 変更期日 

注 届出事項の確認は各所属において、戸籍抄本等の公的書類により行うものとし、関

係書類を添付し一関市教育委員会に提出すること。 
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附 則 

 この訓令は、令和６年４月１日から施行する。 

 理由 

  職員の高齢者部分休業の承認に関する規定の追加、押印を省略する取扱いに伴う様式の修正など所要の改正をするもの。 
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議案第28号 

   一関市社会教育関係団体の登録に関する規程の一部を改正する告示の制定について 

 一関市社会教育関係団体の登録に関する規程の一部を改正する告示を次のとおり制定する。 

 令和５年12月20日提出 

                                          一関市教育委員会教育長 時 枝 直 樹 

  一関市社会教育関係団体の登録に関する規程の一部を改正する告示 

一関市社会教育関係団体の登録に関する規程（平成17年一関市教育委員会告示第１号）を次のように改正する。 

改正前 改正後 
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様式第１号（第４条関係） 様式第１号（第４条関係） 
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様式第３号（第５条関係） 様式第３号（第５条関係） 

備考 改正部分は、下線の部分である。 
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  附 則 

この告示は、令和６年２月１日から施行する。 

理由 

社会教育関係団体の登録に関する様式の見直しを行うことに伴い、所要の改正をしようとするものである。これが、この議案を提出する理由で

ある。 
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